
本年の職員の勤務時間及び休暇の改定に関する勧告のポイント① 令和８年８月

無給休暇の新設

概要

勤務時間法を改正し、全ての職員を対象に、公務の運営に支障がない場合において、取得事由を問わず、無給で年間

７日まで取得できる「無給休暇」を新設する。 （令和９年４月１日施行）

育児や介護に限らず、様々な事情を抱える職員が継続して活躍できるようにするためには、適切な行政サービスの提

供を維持することを前提としつつ、個人の事情に配慮した柔軟な働き方を推進していく必要

⇒ 日単位で無給休暇を取得することにより、既存の休暇の付与日数を超えて勤務できない事情を有する職員へのセーフ

ティネットとして機能

⇒ 時間単位で無給休暇を取得することにより、フルタイム勤務の継続が一時的に困難となった職員が、一定の期間、短

時間勤務を行うことが可能

趣旨

時間単位の無給休暇

いわゆる「小１の壁」や、妊娠の初期・後期の体調変化等に直面した職員などが、一定の期間、短時間勤務を行うため

に活用

活用イメージ

日単位の無給休暇

介護に至る前の親の体調変化や、災害等で生じた住居の損壊等に対応する職員などが、既存の休暇の付与日数を超えて

勤務できない場合のセーフティネットとして活用



令和８年８月

例：勤務時間が１日７時間45分の職員に対し、休日（８／11（火））に５時間15分の勤務を命じる場合

８／11（火）

勤務時間
５時間15分

２時間30分

２時間30分
勤務時間
５時間15分

代休時間
５時間15分

勤務時間
２時間30分

８／11（火）

８／14（金）
休日のため勤務すること
を要しない

休日給を支給
（代休日の指定は不可）

代休時間の取得を可能に

【現行】代休日は１日勤務を命じた場合のみ指定可能 【見直し後】より細かい単位で代休時間を指定可能

概要

勤務時間法を改正し、職員の健康福祉の増進を図る観点から、休日や週休日（※）に勤務した場合に取得できる代休日の
指定や週休日の振替等について、現行の取得単位（代休日の指定は１日、週休日の振替等は１日又は４時間）に満たない
場合でも可能とする。 （令和９年４月１日施行）

長時間労働の是正が喫緊の課題となっている中、職員の総実勤務時間を減少させることが重要

趣旨

見直しイメージ

代休日の指定等の見直し

（※）休日とは、国民の祝日及び年末年始の休日を、週休日とは日曜日及び土曜日（交替制等勤務職員を除く。）をいう

【現行】

⇒ 代休日の指定及び週休日の振替等を１日又は４時間に限らず行えるようにすることで、各職場の事情に応じて休日
や週休日に勤務を命じる必要がある場合、職員がその勤務した時間と同じ時間だけ休むことが可能

休日や週休日の勤務が取得単位に満たない場合は、代休日の指定及び週休日の振替等ができず、それぞれ休日
給の支給、超過勤務手当等の支給で対応
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